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議会（ＬＰＤ）よりなり 村長はじめ村役人は全員村落協議会 メンバーであり、村落協議会の議長は村長であった。 落開発






および村役人）と村落議会によって構成されることとなった。この村落議会のメンバーは、公選され、村長や 役人 兼任を禁じた。村落議会は、 「 落行政の執行を監督する機能を担う」と定められ、県知事に対して村長の罷免を提案できる。さらに、ＬＫＭＤに代わって 村落エンパワーメント機構（ＬＰＭ、地域に り名称・組織が異なる）が設立され、村落開発計画立案・実行の組織とされたが メンバーの 長や村役人さらに村落議会の兼任を禁じ、村役場および村落議会から独立した。
　これらの変化には、意思決定メカニズム




て村落民主主義が存在したと考えられてきた。 例えば、 スハルト権威主義体制下にあった一九七〇年代のジャワ村落行政を研究したチョンドロヌゴロは、 「一九六五年以前のスカルノ政権下には 村落協議会（ＢＭＤ）のもと村役場における協議に基づいて集団的に重要事項を決定し、村民間のコンセンサスが得られたのだが、今日はそのような集団的意思決定システムが機能していない」 、と述べていた（参考文献②） 。
　このような古くからの協議にもとづく意












は長い歴史をもつ。一九〇六年の土着民村落条例あるいは村落条例は、ジャワ島村落における村民集会 規定し、村長は重要事項に関しては村民集会に諮る前に決定してはならない、と定めた。村落条例は基本的には多数決による決定を規定して た。ただし、一九二七年から二九年にかけて実施された村落自治慣行調査によると、調査一五県のうち少 くとも一二県においてムファカット（合議・一致）方式が採用されていたことが確認できた（参考文献②） 。
　このような合議・全員一致の制度を、パ















る筆者の調査村では、村落行政の予算のうち、各種プロジェクトよりなる開発予算は、村落エンパワーメント機構が予算の策定と実施に当たる。この開発予算 村レベルの審議は、やはり村落開発協議会が行う。この村落エンパワーメント機構が主催する村落開発協 会では、スハルト体制下におけるような 長や村長夫人によるコントロールはほぼ不可能である。
　一九九九年地方行政法で規定された村落
















ては、合議・全員一致 名 借りた反対意見の封じ込めはきわめて困難である。西ジャワ州チアンジュール県の事例でも、バナナ葉商人の売り上げに対する課税がバナナ葉商人が反対しても仕方がないと思わせる雰囲気の中で可決されたものの バナナ葉商人が税を支払わないという事実に対して村役場も村落社会もなんら税の支払いを強制すること できなかった。そして、三年後にはその課税は事実上廃止された。このようなプロセスを一連のものと見るなら
ば、今日、合議・全員一致は、むしろ長期的な観点から村民の間で無理のない合意を形成する過程として機能しているように思われる（参考文献①） 。
　一九九九年地方行政法のもとに作られた
村落議会は、メガワティ政権終了直前に作られた二〇〇四年地方行政法で早くも法改正されて村落協議会 ＢＰＤ） なった。合議方式で議員が選ばれることになり、公選制は廃止され、少なくとも法律上は村落行政のチェック機能はそがれることになった。このような法改正は、二〇〇一年以降各地で発生していた、 と村長の間の対立をその理由としてい 。
　たしかに、西ジャワ州カラワン県の村の
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